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(57)【要約】
　電気外科用鉗子器具は、同軸ケーブルから鉗子ジョー
の電極に電磁エネルギ（例えば、マイクロ波エネルギ及
び／または高周波エネルギ）を効果的に伝達するエネル
ギ伝達構造が、コンパクトなジョー開口構造内に設けら
れる。ジョー開構造は、内視鏡または他のスコープ装置
の器具チャンネルに挿通するために適切な寸法とし得る
。代替的に、この装置は、腹腔鏡装置のように構成し、
または開腹処置に使用してもよい。この器具は、経管腔
的内視鏡手術（ＮＯＴＥＳ）等の新たな低侵襲手術を実
行するためのツールとして使用し得る。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　マイクロ波エネルギを搬送する同軸ケーブルと、
　前記同軸ケーブルの遠位端に装着される一対のジョーとを備え、前記一対のジョーは、
その対向する内面間の間隙を開閉するように相互に対して移動可能であり、
　前記一対のジョーは、第１ジョーを有し、この第１ジョーは、
　　作動部材に作動可能に係合可能で前記一対のジョー間を相対移動させる外側ジョー部
材と、
　　前記外側ジョー部材に取付けられて前記第１ジョーの内面を形成する内側ジョー部材
とを有し、前記内側ジョー部材はその上に形成される第１電極及び第２電極を有するアプ
リケータパッドを備え、更に、
　　マイクロ波エネルギを前記同軸ケーブルから前記第１電極及び第２電極に伝達するエ
ネルギ伝達部材を有し、
　前記エネルギ伝達部材は、その上に形成される対の導電性トラックを有する可撓性誘電
体基板を備える、電気外科用鉗子。
【請求項２】
　前記一対のジョーは、前記第１ジョーに対向配置される第２ジョーを備え、前記第２ジ
ョーは、
　　作動部材に作動可能に係合可能で前記一対のジョー間を相対移動させる外側ジョー部
材と、
　　前記外側ジョー部材に取付けられて前記第１ジョーの内面を形成する内側ジョー部材
とを有し、前記内側ジョー部材はその上に形成された第１電極及び第２電極を有するアプ
リケータパッドを備え、更に、
　　マイクロ波エネルギを前記同軸ケーブルから前記第１電極及び第２電極に伝達するエ
ネルギ伝達部材を有し、
　前記エネルギ伝達部材は、その上に形成される一対の導電性トラックを有する可撓性誘
電体基板を備える、請求項１に記載の電気外科用鉗子。
【請求項３】
　前記第１ジョー上の前記第１電極及び第２電極は、前記第２ジョー上の第１電極及び第
２電極に前記一対のジョーの間の間隙を跨いで対向し、前記間隙を跨いで互いに対向する
前記電極は対向する電気極性を有する、請求項２に記載の電気外科用鉗子。
【請求項４】
　前記同軸ケーブルは、生体組織を切断するのに適切な電場を前記間隙を跨いでセットア
ップする高周波（ＲＦ）エネルギを伝達するために配置される、請求項３に記載の電気外
科用鉗子。
【請求項５】
　前記一対の導電性トラックは、可撓性誘電体基板の対向側に形成される、先行請求項の
いずれか１項に記載の電気外科用鉗子。
【請求項６】
　前記一対の導電性トラックは、前記同軸ケーブルの内側導電体に電気的に接続される第
１導電性トラックと、前記同軸ケーブルの外側導電体に電気的に接続される第２導電性ト
ラックとを備える、請求項１から４のいずれか１項に記載の電気外科用鉗子。
【請求項７】
　前記第１導電性トラックは、前記第１電極に電気的に接続され、前記第２導電性トラッ
クは前記第２電極に電気的に接続される、請求項６に記載の電気外科用鉗子。
【請求項８】
　前記アプリケータパッドは、それを貫通して形成された孔を有し、前記第１電極及び第
２電極の一方は、前記孔を介して前記一対の導電性トラックの一方に接続される、先行請
求項のいずれか１項に記載の電気外科用鉗子。
【請求項９】
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　前記外側ジョー部材は、前記一対のジョーを開構造に付勢するように予成形される、先
行請求項のいずれか１項に記載の電気外科用鉗子。
【請求項１０】
　前記外側ジョー部材は、一体成形ヒンジを備える、先行請求項のいずれか１項に記載の
電気外科用鉗子。
【請求項１１】
　前記可撓性誘電体基板は、前記対の導電性トラックの幅よりも大きな幅を有するリボン
である、先行請求項のいずれか１項に記載の電気外科用鉗子。
【請求項１２】
　前記アプリケータパッドは、セラミック、ＰＥＥＫまたはＰＴＦＥの部材である、先行
請求項のいずれか１項に記載の電気外科用鉗子。
【請求項１３】
　前記アプリケータパッドは、前記可撓性基板の露出した遠位部分である、請求項１から
１１のいずれか１項に記載の電気外科用鉗子。
【請求項１４】
　前記第１電極及び第２電極は、前記ジョーの前記内面に導電性材料の平行な細長いスト
リップを備える、先行請求項のいずれか１項に記載の電気外科用鉗子。
【請求項１５】
　導電性材料の前記平行な細長いストリップは、直線、蛇行、「Ｌ」字状または三角形で
ある、請求項１４に記載の電気外科用鉗子。
【請求項１６】
　前記エネルギ伝達部材は、前記同軸ケーブルのインピーダンスが前記第１電極及び第２
電極のインピーダンスと整合する寸法である、先行請求項のいずれか１項に記載の電気外
科用鉗子。
【請求項１７】
　前記作動部材は、前記同軸ケーブルに摺動可能に装着されるスリーブである、先行請求
項のいずれか１項に記載の電気外科用鉗子。
【請求項１８】
　前記スリーブは、可撓性近位部分と剛性遠位部分とを備える、請求項１７に記載の電気
外科用鉗子。
【請求項１９】
　前記剛性遠位部分は、１０ｍｍ以下の長さを有する、請求項１８に記載の電気外科用鉗
子。
【請求項２０】
　前記スリーブは、カプセル化された編組であり、前記カプセル化内の編組の密度は、前
記剛性遠位部分内において前記可撓性近位部分内よりも大きい、請求項１８または１９に
記載の電気外科用鉗子。
【請求項２１】
　前記一対のジョーは、外科用スコープ装置の器具チャンネル内に適合する寸法である、
先行請求項のいずれか１項に記載の電気外科用鉗子。
【請求項２２】
　マイクロ波エネルギを供給する電気外科的発電機と、
　患者の体内に挿入するための器具コードを有する外科用スコープ装置とを備え、前記器
具コードは、それを通して延びる器具チャンネルを有し、
　前記器具チャンネル内に装着される先行請求項のいずれか１項に記載の電気外科用鉗子
と、
　前記鉗子を作動するハンドルとを備え、
　前記同軸ケーブルは、その近位端において前記電気外科的発電機からマイクロ波エネル
ギを受取るために接続され、
　前記作動部材は、前記ハンドルに作動可能に接続される、電気外科的装置。
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【請求項２３】
　前記作動部材は、周りに延びるスリーブであり、前記同軸ケーブルに対して軸方向に摺
動可能である、請求項２２に記載の電気外科的装置。
【請求項２４】
　前記ハンドルは、前記スリーブの軸方向移動を制御する作動機構を備え、前記作動機構
は、
　前記ハンドルに固定されるボディと、
　前記ボディに対して摺動可能なキャリッジと、
　前記ボディに枢動可能に装着され、前記キャリッジに作動可能に係合するレバーとを備
え、前記レバーの回転により前記キャリッジが摺動運動を生じさせ、
　前記スリーブは、前記キャリッジに取付けられる、請求項２３に記載の電気外科的装置
。
【請求項２５】
　前記作動機構は、前記キャリッジを近位方向に付勢するように配置される付勢部材を含
む、請求項２４に記載の電気外科的装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、生体組織を把持し、把持した組織にマイクロ波エネルギを出力し、組織を凝
固または焼灼または封止する電気外科用鉗子に関する。特に、鉗子は、電磁放射線（好ま
しくは、マイクロ波エネルギ）を照射して血管（複数可）を封止する前に、１つまたは複
数の血管を閉じる圧力をかけるために使用してもよい。鉗子は、例えば高周波（ＲＦ）エ
ネルギまたはブレード等の機械的な切断部材を使用して、凝固または封止後に組織を切断
するために準備してもよい。本発明は、内視鏡、胃内視鏡、もしくは気管支鏡の器具チャ
ンネルを挿通することができるか、または腹腔鏡手術もしくは開腹手術に使用することが
できる鉗子に適用してもよい。
【背景技術】
【０００２】
　把持した生体組織に熱エネルギを出力することのできる鉗子が知られている［１］。例
えば、鉗子のジョー内に配置された双極電極から高周波（ＲＦ）エネルギを出力すること
が知られている［２，３］。ＲＦエネルギは、血管壁内の細胞外基質タンパク質の熱変性
により血管を封止するために使用し得る。熱エネルギは更に、把持した組織を焼灼し、凝
固を容易とし得る。
【０００３】
　ＵＳ６，５８５，７３５は、内視鏡的バイポーラ鉗子を記載し、ここでは、鉗子のジョ
ーがバイポーラエネルギをその間に保持した組織を通して導くように配置される。
【０００４】
　ＥＰ２２３３０９８は、組織を封止するマイクロ波鉗子を記載し、ここでは、ジョーの
封止面が、鉗子のジョー間に把持した組織内にマイクロ波エネルギを照射する１つまたは
複数のマイクロ波アンテナを含む。
【０００５】
　ＷＯ２０１５／０９７５７２は、電気外科用鉗子を記載し、ここでは、１つまたは複数
対の非共鳴不均衡損失伝送線路構造が、一対のジョーの内面に配置される。
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　最も一般的には、本発明は、同軸ケーブルから鉗子ジョーの電極に電磁エネルギ（例え
ば、マイクロ波エネルギ及び／または高周波エネルギ）を効果的に伝達するエネルギ伝達
構造が、コンパクトなジョー開口構造内に設けられる電気外科用鉗子器具を提供する。ジ
ョー開構造は、内視鏡または他のスコープ装置の器具チャンネルに挿通するために適切な
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寸法とし得る。代替的に、この装置は、腹腔鏡装置のように構成してもよく、または開腹
処置に使用してもよい。この器具は、経管腔的内視鏡手術（ＮＯＴＥＳ）等の新たな低侵
襲手術を実行するためのツールとして使用し得る。
【０００７】
　この器具は血管シーラとして使用してもよく、そのために、ジョー構造は、効果的に血
管を封止可能な凝固プラグを生じさせるために血管の壁部にマイクロ波エネルギを加える
前に、血管の壁部に十分な圧力を作用させて血管を閉じるように構成される。この器具は
、組織を切断するためにＲＦエネルギを出力可能としてもよい。例えば、血管は、マイク
ロ波エネルギを使用して２つのシール部を生成し、この後、２つのマイクロ波シール部間
の位置にＲＦエネルギを加えて血管またはこの一部を切断することにより、切断してもよ
い。このような機能は、例えば肺または肝臓の肺葉切除の実行の際に使用してもよい。
【０００８】
　エネルギ伝達構造は、同軸ケーブルからジョー構造に電磁エネルギを伝達するために可
撓性、すなわち変形可能な構造を使用する。これは、電磁エネルギを出力するのに影響を
与えることなく、同軸ケーブルに対してジョー構造が移動するのを可能とする。可撓性構
造は、伝送線路構造のベースを形成する可撓性基板を備えてもよく、これは、同軸構造、
マイクロストリップタイプの伝送線路構造、またはシールド付きストリップ線路とするこ
とができる。伝送線路構造は、同軸ケーブルと鉗子のジョーの電極との間のインピーダン
ス整合を改善するように調整することができる。
【０００９】
　本発明によると、マイクロ波エネルギを伝達する同軸ケーブルと、同軸ケーブルの遠位
端に装着可能な一対のジョーとを備え、この一対のジョーは、その対向する内面間の間隙
を開閉するために互いに対して移動可能であり、一対のジョーは第１ジョーを有し、この
第１ジョーは、作動部材に作動可能に係合可能で一対のジョー間を相対移動させる外側ジ
ョー部材と、外側ジョー部材に取付けられて第１ジョーの内面を形成する内側ジョー部材
とを有し、この内側ジョー部材は、その上に形成された第１電極と第２電極とを有するア
プリケータパッドを備え、更に、同軸ケーブルから第１電極及び第２電極にマイクロ波エ
ネルギを伝達するエネルギ伝達部材を有し、エネルギ伝達部材は、その上に形成された一
対の導電性トラックを有する可撓性誘電体基板を備える電気外科用鉗子が提供される。使
用の際、一対のジョーは、例えば血管である生体組織を把持するように配置され、マイク
ロ波エネルギをジョーの内面間の間隙を跨いで加え、血管内の組織、すなわち生体組織内
のコラーゲン、エラスチン、脂肪もしくは血液またはその組み合わせを凝固し、これによ
り把持した血管を封止し得る。封止の後、例えばブレードまたはマイクロ波エネルギを出
力する同じ電極から出力されるＲＦエネルギを使用して、血管を切断することができる。
したがって、移動可能なブレードを鉗子に組み込んでもよい。
【００１０】
　電極はジョーの一方にのみ設けてもよいが、マイクロ波エネルギの凝固効果が均等な態
様で加えられるように、双方のジョーにこれらの電極を設けることが望ましく、これはよ
り好適な封止を生成する。したがって、一対のジョーは、第１ジョーに対向配置される第
２ジョーを備えてもよく、第２ジョーは第１ジョーと同じ構造を有する。
【００１１】
　第１及び第２電極は、アプリケータパッドに形成される細長い導電部材でもよい。これ
らは平行な伝送線路でもよく、アプリケータパッド上の共平面線路構造に形成してもよい
。共平面線路または平行な伝送線路間の離間する距離は、ＲＦ切断機能を提供するように
、すなわち組織の切断または切開／切除を行うために十分高いＲＦエネルギを加えた際に
電界を生成することができるように、選択してもよい。平行な伝送電極は、ジョー間の間
隙を挟んで互いに対向する電極が反対の極性を有する、すなわち一方の線路の正電荷が対
向する線路の負電荷に対面するように、配置してもよい。組織切断作用は、ジョーが近接
近し、例えば１ｍｍ以下に離間し、好ましくは０．５ｍｍ以下に離間したときに、２つの
対向する面の対向する電界により増大し得る。ジョーの第１，第２電極間の間隔は、０．
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５ｍｍ以下でもよい。
【００１２】
　ＲＦエネルギは、第１，第２電極間に加えてもよく、及び／または、従来のＲＦバイポ
ーラシーラのそれと同様な方法で加えてもよく、ここでは、一方のジョーが１つの極性で
対向するジョーが反対の極性である。この場合、対向するジョーへの接続を交換すること
により、ジョーが互いに近接近したときに、互いに対向する２つの電極セットの極性すな
わち同様な電極が引き付け合うのが好ましい。
【００１３】
　本発明は、以下の１つまたは複数の特徴を任意の組み合わせで備えてもよい。
　導電性トラックの対は、可撓性誘電体基板の対向する側に形成してもよい。例えば、対
の導電性トラックは、同軸ケーブルの内側導電体に電気的に接続される第１導電性トラッ
クと、同軸ケーブルの外側導電体に電気的に接続される第２導電体とを備えてもよい。
【００１４】
　第１導電性トラックは、第１電極に電気的に接続し、第２導電性トラックは、第２電極
に電気的に接続してもよい。これらの接続は、アプリケータパッドの接合部において行っ
てもよい。導電性トラックは、アプリケータパッドの反対側に接続してもよい。アプリケ
ータパッドは、それを貫通して形成された孔を有してもよく、これにより第１電極及び第
２電極の一方が、この孔を介して対の導電性トラックの一方に接続される。
【００１５】
　外側ジョー部材は、剛性材料により形成し、対のジョーに構造的強度を付与してもよい
。例えば、外側ジョー部材は、ステンレス鋼またはニチノールから形成してもよい。外側
ジョー部材は、ジョーの内面を互いに離隔して保持する形状に予成形（例えば、熱処理に
より）してもよい。したがって、ジョーは必然的に開構造を占めてもよい。
【００１６】
　予測可能または繰返し可能な態様に変形するため、外側ジョー部材は関節接合してもよ
い。例えば、外側ジョー部材は、例えば外側ジョー部材の材料厚さを減じた領域により形
成される１つまたは複数の一体成形ヒンジを備えてもよい。外側ジョー部材は、関節接合
され、アプリケータパッド間の間隙が、ジョーが開閉するときにジョーの長さに沿って均
一であるパンタグラフタイプの構造を形成してもよい。この構造は、ジョーが閉じるとき
に、組織がジョーの外側に押出されるのを防止することができる。
【００１７】
　可撓性誘電体基板は、対の導電性トラックの幅よりも大きな幅を有するリボンでもよい
。アプリケータパッドは、内側ジョー部材に装着された追加の誘電体部材（例えば、セラ
ミックまたはＰＴＦＥまたはＰＴＦＥを装着したセラミック）を備えてもよい。代替的に
、アプリケータパッドは、可撓性基板の露出した遠位部分でもよい。同軸給電ケーブルを
エネルギ出力アプリケータに接続する可撓性基板の電力損失を最小にし、ＲＦ切断に関連
する電圧、すなわち４００Ｖ以上のピーク電圧に材料が確実に耐えることができるように
、材料は、低散逸係数またはタンデルタ、すなわち０．００１以下を有し、高絶縁耐力ま
たは絶縁破壊電圧、すなわち１００ｋＶ／ｍｍ以上までを有することが好ましい。ポリイ
ミドまたは同様な材料を使用可能である。
【００１８】
　第１電極及び第２電極は、ジョーの内面の導電性材料の平行な細長いストリップを備え
てもよい。
【００１９】
　エネルギ伝達部材は、同軸ケーブルのインピーダンスを第１電極及び第２電極及び電極
と接触する生体組織のインピーダンスと整合するような寸法としてもよい。
【００２０】
　作動部材は、同軸ケーブルに摺動可能に装着されるスリーブでもよい。使用の際、スリ
ーブは外側ジョー部材の背面上を摺動し、それらを互い向けさせて対のジョーを閉じても
よい。スリーブは、２つの部分を備えてもよい。第１（近位）部分は、関節結合されまた
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は機器チャンネル内を移動可能であるが、変形または屈曲することのないレベルの剛性を
設けた長い（例えば、１ｍ以上）可撓性部分を備えてもよい。第１部分は、ＰＥＥＫ等か
ら形成してもよい。第２（遠位）部分は、例えば、金属または硬質プラスチックのより剛
性の大きな材料の１０ｍｍ以下の短い部分を備えてもよく、これはジョーの上を押圧され
てジョーを閉じるために十分な力を作用することができる。
【００２１】
　対のジョーは、外科用スコープ装置の器具チャンネル内に適合する寸法としてもよい。
例えば、対のジョー（及びスリーブ）の最大外径は、２ｍｍ以下としてもよい。
【００２２】
　他の態様では、本発明は、マイクロ波エネルギを供給する電気外科用発電機と、患者の
体内に挿入する器具コードを有する外科用スコープ装置（例えば、内視鏡等）とを備え、
器具コードはそれを通して延びる器具チャンネルを有し、上述のように器具チャンネルに
装着される電気外科用鉗子と、鉗子を作動するハンドルとを備え、同軸ケーブルがその近
位端において電気外科用発電機からマイクロ波エネルギを受取るよう接続され、作動部材
はハンドルに作動可能に接続される電気外科用装置を提供する。上述のように、鉗子は更
に、ＲＦエネルギを、例えば組織を切断する目的で出力するように配置してもよい。ＲＦ
エネルギは、マイクロ波エネルギとして同じ発電機から生じてもよい。
【００２３】
　作動部材は、同軸ケーブルの周りに延び、同軸ケーブルに対して軸方向に摺動可能なス
リーブでもよい。ハンドルは、スリーブの軸方向移動を制御する作動機構を備えてもよく
、この作動機構は、ハンドルに固定されるボディと、ボディに対して摺動可能なキャリッ
ジと、ボディに枢動可能に装着されかつキャリッジに作動可能に係合するレバーとを備え
、レバーの回転によりキャリッジの摺動運動を生じさせ、スリーブはキャリッジに取付け
られる。作動機構は、キャリッジを近位方向に付勢、すなわち鉗子が常時開位置を占める
ようにスリーブをジョーから離隔させて付勢するように配置されるバイアス部材（例えば
、ばね）含んでもよい。
【００２４】
　第１電極及び第２電極は、（ｉ）同軸ケーブルにより搬送されるＲＦエネルギ用の活性
電極及びリターン電極、（ｉｉ）同軸ケーブルにより搬送されるマイクロ波エネルギ用損
失伝送線路構造の双方として作用するように配置される平行な細長い導電性部材でもよい
。ここでは、用語「損失伝送線路構造」は、進行波としてマイクロ波エネルギを支持する
不均一な不平衡損失伝送線路を意味してもよく、不均一な不平衡損失伝送線路は、進行波
に沿うマイクロ波エネルギに対して非共鳴である。細長い導電性部材は、同軸ケーブルの
内側導電体または外側導電体に電気的に接続される近位端と、開回路遠位端とを有しても
よい。この配置は、電極が放射アンテナを形成する必要のあるマイクロ波鉗子よりも、電
極構造の制約をより少なくする。平行線路の他の構造、すなわち２つの蛇行線路、２つの
平行曲線線路、２つの「Ｌ」字状線路等も可能である。電極の形状は、達成すべき所要の
組織効果に基づいて選択してもよい。
【００２５】
　ここで、用語「非共鳴」は、伝送線路の電気的長さ（マイクロ波エネルギ進行波に沿っ
て）が、進行波の多重反射を抑制する、すなわち放射定常波の生成を防止または抑制する
ように設定されることを意味する。実際には、これは、伝送線路の電気的長さが、マイク
ロ波エネルギの４分の１波長の倍数（伝送線路の遠位端が開回路または短絡回路かどうか
にしたがって、奇数倍または偶数倍を避けることが必要である）とは実質的に相違するこ
とを意味する。間隙内に生体組織が存在する、すなわちジョー部材に接触するときに、伝
送線路は非共鳴であることが特に望ましい。したがって、伝送線路の電気的長さは、伝送
線路がこのように生体組織により負荷がかかったときに、マイクロ波エネルギの４分の１
波長の倍数を避けて設定することがある。伝送線路の遠位端は、これが装置を高周波（Ｒ
Ｆ）エネルギ及びマイクロ波エネルギで作用可能にし得るため、開回路であることが好ま
しい。
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【００２６】
　非共鳴伝送ラインの形成は、装置が放射するのを防止し得る。したがって、マイクロ波
エネルギは、伝送線路構造からの漏洩を通して組織内に出力される。マイクロ波エネルギ
の周波数における生体組織内への損失レベルの知識を持って伝送線路の長さを設定するこ
とにより、本発明の電気外科用鉗子は、伝送線路に沿う進行波の単一の通過における伝送
線路の近位端において受取った電力の実質的に全てを出力するように配置され、したがっ
て、可能な最短時間内で最適の組織凝固を生成する。
【００２７】
　換言すると、伝送線路の幾何学形状は、例えば、シミュレーション等に基づいて、マイ
クロ波エネルギの周波数の生体組織における高い損失を示すように、選択される。同様に
、伝送線路の幾何学形状は、間隙内に組織がなく、代わりに空気が存在するときにより電
力損失がより少ないことを確保し得る。例えば、装置は、約１ｄＢの反射減衰量を示して
もよく、すなわち、組織が存在するときの２０％に比較して、発電機に８０％の電力が反
射されて戻る。したがって、組織が間隙内に存在するときは、４倍に等しい電力を出力す
ることができる。生体組織は、損失が多く、すなわちマイクロ波エネルギの良好な吸収体
である。
【００２８】
　電極は、それぞれその上に形成された導電性突条を有してもよい。これは、電流路末端
に対する優先的な場所として作用する導電性線路を提供する。突条は、細長い導電性部材
に一体的に形成してもよく、または、それぞれの電極にロッドを取付けることにより（例
えば、半田付け）により形成してもよい。したがって、隆起した突条は、ＲＦエネルギが
供給されるときに切断機能を実行する電場用電極を生成する。それぞれの突条の高さは、
０．５ｍｍ以下としてもよい。誘電体フィルムを同じアプリケータパッドの突条間に付し
てもよい。これは、突条の頂面間に優先的経路の形成を支援し、破損の防止を支援するこ
とができる。
【００２９】
　ここでは、高周波（ＲＦ）は、１０ｋＨｚから３００ＭＨｚの範囲の安定固定周波数を
意味し、マイクロ波エネルギは、３００ＭＨｚから１００ＧＨｚの範囲の安定固定周波数
を有してもよい。ＲＦエネルギは、エネルギが神経を刺激するのを防止するために十分に
高い周波数、及び、エネルギが組織の白化または不必要な熱的余裕または組織構造に対す
る損傷を生じさせるのを防止するために十分に低いエネルギを有するべきである。ＲＦエ
ネルギについての好ましいスポット周波数は、１００ｋＨｚ、２５０ｋＨｚ、４００ｋＨ
ｚ、５００ｋＨｚ、１ＭＨｚ、５ＭＨｚの任意の１つまたは複数を含む。マイクロ波エネ
ルギについての好ましいスポット周波数は、９１５ＭＨｚ、２．４５ＧＨｚ、５．８ＧＨ
ｚ、１４．５ＧＨｚ、２４ＧＨｚを含む。
【００３０】
　上述のように、本発明の電気外科用鉗子は、上部消化管及び下部消化管に挿入するため
に内視鏡の器具チャネルに挿入するように構成してもよく、または腹腔鏡手術もしくはＮ
ＯＴＥＳ処置もしくは一般的開腹処置に使用するように配置してもよい。
【００３１】
　本発明は、血管壁が２ｍｍより小さな経から７ｍｍを越える経の血管を封止するために
使用することができる。
【００３２】
　本発明は更に、マイクロ波エネルギを出力して血管を封止するプラグを生成するために
使用することができ、及び、血管または血管の一部を切断するために平坦な平行マイクロ
ストリップ線路及び／または異極性である対向するジョーの線路間の電場を使用して出力
されるＲＦエネルギを使用することができる電気外科的装置として表してもよい。
【００３３】
　本発明は更に、マイクロ波エネルギを出力して血管を封止するプラグを生成するために
使用でき、血管または血管の一部を切断する機械的ブレードを有する電気外科的装置とし
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て表してもよい。
【００３４】
　本発明は、血管封止処置に使用してもよく、そのために、マイクロ波エネルギを使用し
て２つの封止部またはプラグを形成し、この後、ＲＦエネルギまたは機械的なブレードの
一方を使用して血管が分割される（例えば、２つのプラグの間の中心点において)。後者
の場合、ブレードは２つの放射ジョーの間に位置するように配置し、血管を分割するため
に必要なときに、別箇の作動装置を使用して封止処置の終わりに機械的ブレードを展開し
てもよい。
【００３５】
　本発明の実施形態を以下に添付図面を参照して詳細に説明する。
【図面の簡単な説明】
【００３６】
【図１】本願が使用可能な電気外科的装置を示す概略図である。
【図２】本発明の実施形態である電気外科用鉗子用遠位チップ組立体を通る概略的な断面
図である。
【図３Ａ】閉位置における図２に示す電気外科用鉗子の遠位部分を通る断面図である。
【図３Ｂ】図３Ａに示す電気外科用鉗子の底面図である。
【図４Ａ】本発明の他の実施形態である電気外科用鉗子用遠位チップ組立体を通る概略的
な斜視図である。
【図４Ｂ】図４Ａに示す電気外科用鉗子の側面図である。
【図４Ｃ】ジョー構造を除去した図４Ａに示す電気外科用鉗子の斜視図である。
【図５Ａ】本発明の実施形態である電気外科用鉗子の閉作用を示す斜視図である。
【図５Ｂ】本発明の実施形態である電気外科用鉗子の閉作用を示す斜視図である。
【図５Ｃ】本発明の実施形態である電気外科用鉗子の閉作用を示す斜視図である。
【図６】本発明の実施形態である電気外科用鉗子用ジョー構造の展開図である。
【図７】実施形態の電気外科用鉗子と共に使用するために適切な摺動スリーブ用作動装置
を通る概略的な断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００３７】
　詳細な説明、他のオプション及び選択
　本発明は、マイクロ波エネルギを出力して血管を封止することのできる電気外科的鉗子
装置に関する。装置は、開腹手術に使用してもよいが、処置部位へのアクセスが規制され
ている処置に特に使用され得る。例えば、本発明の電気外科用鉗子は、外科スコープ装置
、すなわち腹腔鏡、内視鏡等の器具チャンネル内に適合するように構成してもよい。図１
は、本発明の電気外科用鉗子を使用し得る電気外科的装置１００の概略図を示す。
【００３８】
　電気外科的装置１００は、内視鏡または腹腔鏡等の外科スコープ装置１０２を備える。
外科スコープ装置１０２は、患者の体内に挿入するのに適した器具コード１０３を有する
。器具コード内を器具チャンネル１０５が延び、これは外科器具が器具コード１０４の遠
位端に対するアクセスを提供する。この実施例では、鉗子器具１０６の遠位チップ組立体
が器具チャンネル１０５の遠位先端部から突出しているのを見ることができる。
【００３９】
　電気外科的装置は、器具１０６に、例えば電力ケーブル１１０を介して出力すべき電力
を発生及び制御することが可能な電気外科的発電機１０８を備えてもよく、この電力ケー
ブルは発電機１０８からスコープ装置１０２及び器具チャンネル１０５を通って遠位先端
部に延びる。このような電気外科的発電機は、例えばＷＯ２０１２／０７６８４４に記載
されているように、既知である。電気外科的発電機１０８は、器具１０６に出力される電
力を選択及び／または制御するユーザインタフェース（図示しない）を有してもよい。発
電機１０８は、選択されたエネルギ出力モードを示すディスプレイ１１２を有してもよい
。
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【００４０】
　外科スコープ装置１０２は、従来のものでよい。例えば、これは、遠位先端部の画像を
提供するアイピース１１４または他の光学システムを備えてもよい。器具１０６の操作は
、器具チャンネル１０５を通して延びる制御ワイヤ１０２またはスリーブ１１２を介して
行ってもよい。オペレータは、摺動可能なトリガーまたは回転可能なダイアルもしくはレ
バーでもよい作動装置１１８を備えるハンドル１１６を介して、制御ワイヤ１２０または
スリーブ１２２の動きを制御してもよい。
【００４１】
　本発明の実施形態は、ＷＯ２０１５／０９７４７２に記載の電気外科用鉗子、特に遠位
チップ組立体の構造に関する発展を表し、これは、鉗子の開閉を制御し、更に、凝固によ
る血管の封止を達成するために必要な電力を出力する。
【００４２】
　図２は、本発明の実施形態である電気外科用鉗子用遠位チップ組立体２００の概略的な
断面図を示す。遠位チップ組立体２００は、一対の可動ジョー部材２０６ａ、２０６ｂの
構造的ベースとして作用する近位支持スリーブ２０２を備える。近位支持スリーブ２０２
は、鉗子に電力を出力する同軸ケーブル（図示しない）に固定（例えば、適切な剛性フレ
ームまたはコネクタを介して）してもよい。ジョー基部２０４は、近位支持スリーブ２０
２の遠位端に装着されまたはこれと一体に形成される。この実施形態では、ジョー基部２
０４は、これから遠位方向に延びる一対の対向するジョー部材を有する。それぞれのジョ
ーは、外側ジョー部材２０６ａ、２０６ｂ及び内側ジョー部材２０２ａ、２０２ｂを備え
る。ジョーは、ステンレス鋼等の剛性の不活性材料から形成してもよい。外側ジョー部材
２０６ａ、２０６ｂのそれぞれは、ジョーの近位端に向けてそれに一体的に形成される一
対の一体成形ヒンジ２０８ａ、２０８ｂを備える。同様に、内側ジョー部材２１２ａ、２
１２ｂのそれぞれは、一対の一体成形ヒンジ２１４ａ、２１４ｂを有する。一体成形ヒン
ジは、ジョーの内側対向面が互いに向けて及び互いから離れて移動し、ジョーを開閉する
ことができる態様において、内側及び外側ジョー部材を関節接合できるように配置される
。ジョー部材の動きは、器具チャンネルを通して延び、オペレータが制御することのでき
る１つまたは複数の軸方向移動可能な制御ワイヤ（図示しない）により制御してもよい。
【００４３】
　マイクロ波電力をジョーの内側対向面間に把持される生体組織に出力するため、外側ジ
ョー部材２０６ａ、２０６ｂのそれぞれは、その内面に取付けられる誘電体のアプリケー
タパッド２１０ａ、２１０ｂを有する。アプリケータパッド２１０ａ、２１０ｂは、例え
ばセラミックから形成してもよい。一対の電極（図示しない）は、マイクロ波エネルギを
出力するために、アプリケータパッド２１０ａ、２１０ｂの露出した対向面に形成しても
よい。電極は、他の構成も可能であるが、ＷＯ２０１５／０９７４７２に開示されたもの
と同様な方法で構成してもよい。しかし、それぞれのアプリケータパッド２１０ａ、２１
０ｂの一対の電極は、遠位チップ組立体２００に電力を供給する同軸ケーブル（図示しな
い）の内側及び外側導電体とそれぞれ電気的に連通することが望ましい。
【００４４】
　同軸ケーブルからアプリケータパッド２１０ａ、２１０ｂに電力を供給するため、遠位
チップ組立体２００は、アプリケータパッド２１０ａ、２１０ｂの近位部分から、ジョー
基部２０４に形成されたチャンネル２１７及び近位支持スリーブ２０２に形成されたチャ
ンネル２１６を介して、近位支持スリーブ２０２に近接して配置された同軸ケーブルの遠
位端に延びる一対の可撓性基板２１８ａ、２１８ｂを備える。
【００４５】
　それぞれの可撓性基板２１８ａ、２１８ｂは、Ｒｏｇｅｒｓ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ
によって製造されたＲｆｌｅｘマイクロ波基板等の誘電体材料のリボンの形態でもよい。
可撓性基板２１８ａ、２１８ｂのそれぞれは、その上に形成された一対の導電性ストリッ
プを有してもよく、これはアプリケータパッド２１０ａ、２１０ｂにそれぞれ形成された
電極を同軸ケーブルの内側及び外側導電体に電気的に接続する作用をなす。導電性ストリ
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ップは、可撓性基板２１８ａ、２１８ｂの対向面に形成された金属化した層でもよい。誘
電体リボンの寸法（例えばその幅及び長さ）及び金属化トラックは、同軸ケーブルとアプ
リケータパッド２１０ａ、２１０ｂの電極との間に良好な整合を達成するように選択して
もよい。
【００４６】
　図３Ａは、閉じた構造の遠位チップ組立体２００の側面図を示し、ここではアプリケー
タパッド２１０ａ、２１０ｂの対向面が接合されている。この図では、可撓性基板２１８
ａ、２１８ｂが近位支持スリーブ２０２から遠位方向に延びることがわかる。基板は、こ
のポイントで分離し、内側導電体２２２の突出部分に係合（及び、電気的に接続）し、こ
れは同様に同軸ケーブル２２０の残部から遠位方向に延びる。この接続が行われる方法の
実施例を以下により詳細に説明する。
【００４７】
　図３Ｂは、図３Ａに示す鉗子器具の底面図を示す。ここでは、可撓性誘電体のリボンが
ジョーの幅と同様な幅を有することが可能なことを見ることができる。
【００４８】
　図４Ａは、本発明の他の実施形態である電気外科用鉗子用遠位チップ組立体３００の斜
視図を示す。この実施形態は、構造的に単純なジョー構造を表し、ここでは、外側ジョー
部材は、図４Ａに示す開位置に向けてジョーが付勢されるように、組立て前に熱成形され
る材料の単一部材（例えば、ニチノールまたはステンレス鋼）から形成される。
【００４９】
　図４Ａに示す遠位チップ組立体３００は、そのそれぞれの近位ジョー基部３０４ａ、３
０４ｂにおいて同軸ケーブル３０２の遠位端に一緒に装着される一対の分離したジョー部
材を備える。それぞれのジョー部材は、３つの部分、すなわち同軸ケーブル３０２に取付
けるジョー基部３０４ａ、３０４ｂ、中間可撓性部分３０８ａ、３０８ｂ、及び遠位電極
支持体３０６ａ、３０６ｂを備える。セラミックパッド３１０ａ、３１０ｂがそれぞれの
ジョー部材の遠位部分３０６ａ、３０６ｂの対向する内面に上述と同様な方法で取付けら
れる。
【００５０】
　この実施形態では、可撓性基板３１２ａ、３１２ｂは、それぞれのジョー部材の内面に
取付けられる（例えば、接着される）。可撓性基板は、そのそれぞれのアプリケータパッ
ドの下側に延びてもよい。上述の実施形態と同様に、それぞれの可撓性基板は、その上、
例えばその対向側に形成される一対の導電部材を有する。図４Ａでは、下側ジョー部材の
可撓性基板３１２ｂを見ることができ、この上に導電部材３１４ｂが延び、アプリケータ
３１０ｂに形成された電極３１８ｂに接続する。第２電極３１６ｂが、アプリケータパッ
ド３１０ｂの電極３１８ｂに隣接して形成される。電極３１６ｂ、３１８ｂは一緒に平行
線路構造を形成し、マイクロ波及び高周波（ＲＦ）エネルギを出力する。電極３１６ｂが
、可撓性基板３１２ｂの第２導電部材（図４Ａには示してない）に、以下に記載する方法
で取付けられる。
【００５１】
　図４Ａに示すアプリケータパッド及び電極の寸法は、マイクロ波電力を効果的に出力す
ることができるように選択してもよい。例えば、アプリケータパッド３１０ｂ（セラミッ
クで形成してもよい）の長さは１０ｍｍとすることができる。その幅は、２ｍｍ以下とし
てもよい。電極３１６ｂ、３１８ｂ間の間隙は、０．４ｍｍ以下としてもよい。可撓性基
板３１２ｂの幅は、そのそれぞれのアプリケータの幅よりも狭く、例えば１．８ｍｍ以下
としてもよい。同軸ケーブルとアプケータパッドとの間の可撓性基板３１２ｂの長さは、
２２ｍｍでもよい。上述のように、可撓性基板は、任意の適切な誘電体材料、例えば、Ｒ
ｏｇｅｒｓ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎによって製造されたＲｆｌｅｘ（登録商標）、また
は、例えば液晶ポリマーから形成されるこれもＲｏｇｅｒｓ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎに
よって製造されるＵｌｔｒａｌａｍ（登録商標）誘電体ラミネート材料から形成してもよ
い。
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【００５２】
　図４Ｂは、その自然の開構造にある誘電体チップ組立体３００の側面図を示す。ここで
は、同軸ケーブル３０２の内側導電体３２０がその遠位端から突出し、ここで可撓性基板
３１２ａ、３１２ｂの内面の導電部材に電気的に接続されることを見ることができる。使
用の際、この実施形態における鉗子ジョーは、外側スリーブ（図示しない）を装置に沿っ
て摺動し、ジョーを一緒にすることにより閉じることができる。この機能性モードは、図
５Ａから５Ｃについて以下に説明する。
【００５３】
　図４Ｃは、図４Ａに示す遠位端組立体のジョー部材を除いた図を示す。ここで、可撓性
基板３１２ａ、３１２ｂが同軸ケーブル３０２の遠位端におけるインタフェース３２２か
らアプリケータパッド３１０ａ、３１０ｂのそれぞれの近位領域に延びることを見ること
ができる。図４Ｃに示すように、上側可撓性基板３１２ａは第１導電部材３１５ａをその
上側面に有し、これは、その近位端において同軸ケーブル３０２の外側導電体に接続され
る。この導電部材は、アプリケータパッド３１０ａの内側露出面の電極に、アプリケータ
パッドの通孔３１７ａを介して接続し、これには導電性材料を充填される。可撓性基板３
１２ａは、他の導電性トラック（図４Ｃでは見えない）をこの対向面に有し、これは同軸
ケーブル３０２の内側導電体からアプリケータパッド３１０ａの他の電極に対する電気接
続部を提供する。
【００５４】
　図４Ｃに示す下側可撓性基板は、上側可撓性基板３１２ａと同じ方法で構成される。し
たがって、下側可撓性基板３１２ｂはその内側面に内側導電部材３１４ｂを有し、これは
接合部３１９ｂにおいてアプリケータパッド３１０ｂの電極３１８ｂに接続する。アプリ
ケータパッド３１０ｂの第２電極３１６ｂは、外側導電部材（図４Ｃでは見えない）に上
述のようにアプリケータパッド３１０ｂの通孔を介して接続する。
【００５５】
　図５Ａ、５Ｂ及び５Ｃは、上述のように遠位チップ組立体３００の閉操作における異な
る段階を示す。これらの図では、スリーブ３２４がジョー３２６に対して軸方向に移動可
能である。遠位方向に移動すると、スリーブは、ジョー部材がその中間部分を係合するよ
うに、互いに向けて移動させる。図５Ｃは、閉じた構造の鉗子装置を示し、ここではアプ
リケータパッドが接合されている。スリーブは、ジョー部材を一緒に移動させるために適
切な強さを有する任意の材料で形成してもよい。例えば、ＰＥＥＫから作成してもよい。
可動スリーブ３２４は、同軸ケーブルに対して摺動することが必要であるため、同軸ケー
ブルはその上に形成した潤滑被覆を有してもよい。
【００５６】
　使用に際し、本発明の鉗子装置は、外科用スコープ装置の器具チャンネルに挿入し、ま
たは、任意の他の処置、例えば開腹手術または腹腔鏡と共に使用することができる。装置
は図５Ａに示すように、開構造で開始し、生体組織（例えば、ポリープの幹部等）がジョ
ーの間に位置するように操作することができる。所定位置となると、組織を把持し、電極
と組織との間を良好に接触させるため、スリーブを移動することにより、ジョーを物理的
に閉じることができる。マイクロ波エネルギは、同軸ケーブルを通して電極に供給するこ
とができ、ここで組織内に出力し、把持した血管または複数の血管を凝固する。鉗子は、
良好な封止を生成するためにエネルギを供給すると同時に血管に圧力を作用させることが
できる。血管が封止された後、例えば高周波（ＲＦ）エネルギを電極に出力することによ
り、または、展開可能な装置内に機械的切断部材（例えば、ブレード等）を装着すること
により、切断してもよい。
【００５７】
　図６は、本発明の他の実施形態である電気外科用鉗子用遠位チップ組立体４００の展開
図を示す。遠位チップ組立体４００は、自然に開構造に静止するように熱成形または他の
前処理された一対のジョー部材を備える図４Ａ、４Ｂ及び４Ｃに示すものと同様な方法で
機能する。ジョーを閉じるため、軸方向に摺動可能なスリーブ（図示しない）がジョー部
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材の上を移動し、相互に向けて付勢する。
【００５８】
　上述の実施形態と同様に、遠位チップ組立体は同軸ケーブル４０２の遠位端に取付けら
れる。この実施形態では、同軸ケーブル４０２は、誘電体材料４０６により外側導電体４
０８から分離された内側導電体４０４を備える。この構造は、外側ジャケット４１０内に
囲まれ、このジャケットはＰＴＦＥ等で作成してもよく、その上を作動リーブ（図示しな
い）が摺動する。
【００５９】
　内側導電体４０４及び外側導電体４０８の一部は、後述するように、ジョー部材に形成
された電極に電気的に接続するために、同軸ケーブル４０２の遠位端が露出される。
【００６０】
　この実施形態では、それぞれのジョーは、上述のように開構造に予成形されたステンレ
ス鋼またはニチノールで形成される外側ジョー部材４１２ａ、４１２ｂを備える。それぞ
れの外側ジョー部材４１２ａ、４１２ｂの内面に内側ジョー部材４１４ａ、４１４ｂが取
付けられ、これは、本実施形態では多層積層構造である。積層構造は、一側の導電材料（
例えば、金等）の接地層と、他側に形成された導電性トラックとを有する可撓性基板の層
を備える。導電性トラックは、活性電極４１８ｂを形成する遠位長さ及び第１導電性アダ
プタ４２６を介して内側導電体４０４に電気的に接続される近位長さ４２０ｂを除き、そ
の長さに沿う可撓性基板の第２層で覆われる。可撓性基板の第２層は、そのそれぞれの内
側ジョー部材に接着または他の方法で取付けてもよい。
【００６１】
　導電性材料のリターン電極４１６ｂは、活性電極４１８ｂに隣接して形成され、可撓性
基板を貫通する孔４２２を介して導電性材料の接地層と電気的に連通する。内側ジョー部
材の導電性材料の接地層は、第２導電性アダプタ４２８を介して外側導電体に電気的に接
続される。外側ジョー部材４１２ａ、４１２ｂは、そのそれぞれの内側ジョー部材に半田
付けしてもよい。適切な金属で形成してもよい取付けパッド４２４が、それぞれの内側ジ
ョー部材４１４ａ、４１４ｂの背面に形成され、確実な半田結合を確保する。
【００６２】
　第１導電性アダプタ４２６は第２導電性アダプタ４２８から遠位側に配置してもよい。
第１導電性アダプタ４２６は、内側導電体４０４をこれらの部材が互いに電気的に接続す
るように受入れる孔を有してもよい。活性電極を形成する導電性トラックは、第１導電性
アダプタ４２６の対向側と接触してもよい。
【００６３】
　第２導電性アダプタ４２８は、外側導電体４０８に適合しかつ電気的に接続されるチュ
ーブとしてもよい。チューブは、それぞれ個々の内側ジョー部材４１４ａ、４１４ｂの導
電性材料の接地層に重なりかつ電気的に接続されるように突出する２つの遠位フィンガを
有する。第１導電性アダプタ４２６及び第２導電性アダプタ４２８を含む接合部は、適切
な材料（例えば、ＵＶ硬化された接着剤）に埋め込まれ、電気絶縁を提供してもよい。１
つの実施形態では、接合部は、対のジョー部材を同軸ケーブルに固定する管状ハウジング
内に収容してもよい。
【００６４】
　図７は、摺動可能なスリーブを移動して上記のいくつかの実施形態に記載した電気外科
用鉗子を操作する作動機構５００の概略的な断面図を示す。作動機構５００は、上記図１
を参照して説明したハンドル１１６の一部でもよい。作動機構５００は、可撓性スリーブ
５０４が延びる前端に開口を有し、ハンドルと一体的に形成してもよいボディ５０２を備
える。スリーブ５０４は、同軸ケーブルを受入れるように配置され（例えば、更にその長
さに沿う側部入口を介して）、同軸ケーブルと共に遠位端組立体に向けて延びる。作動機
構は、スリーブ５０４を同軸ケーブルに対して摺動し、鉗子を駆動（すなわち、ジョーを
開閉）するように配置される。同軸ケーブルの近位端は、作動機構のハウジング内の剛性
ガイドチューブに囲まれ、ハウジング内で屈曲しないことを確保してもよい。
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【００６５】
　スリーブ５０４の近位端は、ボディ５０２に形成されたトラック５０８上を摺動するキ
ャリッジ５０６に装着（例えば、接着剤または他の方法で固定）される。回転可能なレバ
ー５１０がボディに枢動可能に装着される。レバーは、ラックアンドピニオンタイプの装
置を介してキャリッジ５０６と作動可能に係合し、これにより、ボディ５０２に対してレ
バー５１０を回転すると、キャリッジ５０６がボディに対して直線状に駆動され、これは
、次にスリーブ５０４を駆動する。ばね５１２が、キャリッジを付勢して引込み位置（開
の鉗子に対応する）とするように作用する態様で、ボディに装着される。摺動可能なスリ
ーブ５０４は、ボディ５０２に固定される外側保護スリーブ（図示しない）内に装着して
もよい。
【００６６】
　参照
　［１］Ｐｒｅｓｔｈｕｓ，ｅｔ　ａｌ．：Ｖｅｓｓｅｌ　ｓｅａｌｉｎｇ　ｕｓｉｎｇ
　ａ　ｐｕｌｓｅｄ　ｂｉｐｏｌａｒ　ｓｙｓｔｅｍ　ａｎｄ　ｏｐｅｎ　ｆｏｒｃｅｐ
ｓ，Ｊ　Ａｍ　Ａｓｓｏｃ　Ｇｙｎｅｃｏｌ　Ｌａｐａｒｏｓｃ　１０（４）：５２８－
５３３，２００３．
　［２］Ｃａｒｂｏｎｅｌｌ，ｅｔ　ａｌ．：Ａ　ｃｏｍｐａｒｉｓｏｎ　ｏｆ　ｌａｐ
ａｒｏｓｃｏｐｉｃ　ｂｉｐｏｌａｒ　ｖｅｓｓｅｌ　ｓｅａｌｉｎｇ　ｄｅｖｉｃｅｓ
　ｉｎ　ｔｈｅ　ｈｅｍｏｓｔａｓｉｓ　ｏｆ　ｓｍａｌｌ－，ｍｅｄｉｕｍ－，ａｎｄ
　ｌａｒｇｅ－ｓｉｚｅｄ　ａｒｔｅｒｉｅｓ，Ｊ　Ｌａｐａｒｏｅｎｄｏｓｃ　Ａｄｖ
　Ｓｕｒｇ　Ｔｅｃｈ　１３（６）：３７７－３８０，２００３
　［３］Ｒｉｃｈｔｅｒ，ｅｔ　ａｌ．：「Ｅｆｆｉｃａｃｙ　ａｎｄ　ｑｕａｌｉｔｙ
　ｏｆ　ｖｅｓｓｅｌ　ｓｅａｌｉｎｇ，Ｓｕｒｇ　Ｅｎｄｏｓｃ　（２００６）２０：
８９０－８９４

【図１】

【図２】

【図３Ａ】

【図３Ｂ】

【図４Ａ】



(15) JP 2019-516419 A 2019.6.20

【図４Ｂ】

【図４Ｃ】

【図５Ａ】

【図５Ｂ】

【図５Ｃ】

【図６】



(16) JP 2019-516419 A 2019.6.20

【図７】



(17) JP 2019-516419 A 2019.6.20

10

20

30

40

【国際調査報告】



(18) JP 2019-516419 A 2019.6.20

10

20

30

40



(19) JP 2019-516419 A 2019.6.20

10

20

30

40



(20) JP 2019-516419 A 2019.6.20

10

20

フロントページの続き

(81)指定国　　　　  AP(BW,GH,GM,KE,LR,LS,MW,MZ,NA,RW,SD,SL,ST,SZ,TZ,UG,ZM,ZW),EA(AM,AZ,BY,KG,KZ,RU,T
J,TM),EP(AL,AT,BE,BG,CH,CY,CZ,DE,DK,EE,ES,FI,FR,GB,GR,HR,HU,IE,IS,IT,LT,LU,LV,MC,MK,MT,NL,NO,PL,PT,R
O,RS,SE,SI,SK,SM,TR),OA(BF,BJ,CF,CG,CI,CM,GA,GN,GQ,GW,KM,ML,MR,NE,SN,TD,TG),AE,AG,AL,AM,AO,AT,AU,AZ,
BA,BB,BG,BH,BN,BR,BW,BY,BZ,CA,CH,CL,CN,CO,CR,CU,CZ,DE,DJ,DK,DM,DO,DZ,EC,EE,EG,ES,FI,GB,GD,GE,GH,GM,G
T,HN,HR,HU,ID,IL,IN,IR,IS,JP,KE,KG,KH,KN,KP,KR,KW,KZ,LA,LC,LK,LR,LS,LU,LY,MA,MD,ME,MG,MK,MN,MW,MX,MY
,MZ,NA,NG,NI,NO,NZ,OM,PA,PE,PG,PH,PL,PT,QA,RO,RS,RU,RW,SA,SC,SD,SE,SG,SK,SL,SM,ST,SV,SY,TH,TJ,TM,TN,
TR,TT,TZ

(72)発明者  ウルリヒ，ジョージ
            イギリス、エル・エル・５７　４・ディ・ビィ　グウィネズ、バンガー、カーナーフォン・ロード
            、ペン・ワイ・ボンク、２、ユー・ダブリュ・デザインズ・リミテッド内
(72)発明者  ウェッブ，デイビッド
            イギリス、エル・エル・５７　４・ディ・ビィ　グウィネズ、バンガー、カーナーフォン・ロード
            、ペン・ワイ・ボンク、２、ユー・ダブリュ・デザインズ・リミテッド内
(72)発明者  モリス，スティーブン
            イギリス、エヌ・ピィ・１６　５・ユー・エイチ　モンマスシャー、チェプストー、ビューフォー
            ト・パーク、リバーサイド・コート、クレオ・メディカル・リミテッド内
(72)発明者  バーン，パトリック
            イギリス、エヌ・ピィ・１６　５・ユー・エイチ　モンマスシャー、チェプストー、ビューフォー
            ト・パーク、リバーサイド・コート、クレオ・メディカル・リミテッド内
(72)発明者  ホワイト，マルコム
            イギリス、エヌ・ピィ・１６　５・ユー・エイチ　モンマスシャー、チェプストー、ビューフォー
            ト・パーク、リバーサイド・コート、クレオ・メディカル・リミテッド内
(72)発明者  クレイブン，トーマス
            イギリス、エヌ・ピィ・１６　５・ユー・エイチ　モンマスシャー、チェプストー、ビューフォー
            ト・パーク、リバーサイド・コート、クレオ・メディカル・リミテッド内
Ｆターム(参考) 4C160 JK02  KK03  KK04  KK19  KK39  NN09 



专利名称(译) 电外科钳

公开(公告)号 JP2019516419A 公开(公告)日 2019-06-20

申请号 JP2018542179 申请日 2017-05-16

[标]申请(专利权)人(译) 科瑞欧医疗有限公司

申请(专利权)人(译) 克莱奥医药有限公司

[标]发明人 ハンコッククリストファー
ウルリヒジョージ
ウェッブデイビッド
モリススティーブン
バーンパトリック
ホワイトマルコム
クレイブントーマス

发明人 ハンコック,クリストファー
ウルリヒ,ジョージ
ウェッブ,デイビッド
モリス,スティーブン
バーン,パトリック
ホワイト,マルコム
クレイブン,トーマス

IPC分类号 A61B18/14 A61B18/18

CPC分类号 A61B18/1447 A61B18/1815 A61B2018/00589 A61B2018/00595 A61B2018/0063 A61B2018/1455 
A61B2018/1861 A61B18/1442 A61B18/1445 A61B2017/00367 A61B2017/00398 A61B2018/00601 
A61B2018/00755 A61B2018/00875 A61B2017/0034 A61B2018/00077 A61B2018/00607 A61B2018
/00982 A61B2018/00994 A61B2018/1823

FI分类号 A61B18/14 A61B18/18.100

F-TERM分类号 4C160/JK02 4C160/KK03 4C160/KK04 4C160/KK19 4C160/KK39 4C160/NN09

优先权 2016008632 2016-05-17 GB

外部链接 Espacenet

摘要(译)

在电外科手术钳器械中，在紧凑的钳口打开结构中提供了能量传输结
构，该能量传输结构有效地将电磁能（例如，微波能量和/或高频能量）
从同轴电缆传输到钳子钳口的电极。 钳口打开结构的尺寸可以适当地确
定尺寸以便插入通过内窥镜或其他观察仪器的仪器通道。 可替代地，该
设备可以被配置成类似于腹腔镜设备或用于剖腹手术。 该仪器可以用作
执行新的微创手术的工具，例如腔内镜手术（NOTES）。

https://share-analytics.zhihuiya.com/view/8e717f68-d1a3-4b28-9ee5-9601a0d33755
https://worldwide.espacenet.com/patent/search/family/056320515/publication/JP2019516419A?q=JP2019516419A

